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はじめに
　日本語学習者数の増減には、その国の政治的、経済的、文化的な要因や、日本との関係の変化
が影響していると考えられる。「日本学生支援機構（Japan	Student	Services	Organization：以下、
JASSO）1 の留学生受け入れの状況」によると、2009 年 5 月 1 日現在の留学生数の数は過去最多数の
13万2720人であり、その中でミャンマーからの留学生は前年度922人だったのに対し、1,012人（0.8％）
で世界 12 位である 2。ミャンマーにおいて、1990 年代後半以降の日本企業進出や日本人観光客の増
加により、日本語を使用する就業の機会が一時的に急増したため、日本に関心を持つ人や日本語熱
の高まりが見られた。しかし、ここ 10 年の動向は、日本経済の停滞に伴って学習者数は減少の傾向
にある。その反面、日本の漫画、ビデオゲームなどは若者の世界に完全に定着したこと、日本文化
がミャンマー社会に浸透してきていることなどから、その要因が続いているにもかかわらず日本語
学習者数は比較的緩やかであるがここ数年むしろ増加傾向を呈している。その一方で、日本語能力
を生かした就職先は少なく、現地における大学卒業後の学習継続の場もほとんどない。
　本稿では、2009 年 3 月および 8月にミャンマー特にヤンゴン市において僧院日本語学校を含め様々
な機関における日本語教育の現場を視察した際に実施した対面聞き取り調査、国際交流基金が行なっ
た調査に基づいて得られた資料をもとに、ミャンマーにおける日本語教育の現状と課題について論
じる。また、現在のミャンマーにおける日本語教育がいかなる問題を抱えているかを、多方面から
分析していく。さらに、その問題点を明らかにすることによって、今後のミャンマーの日本語教育
が向かうべき方途を提示する。
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１日本学生支援機構ホームページ、2009 年 10 月 20 日アクセス
　「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data08.html」、
　「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data09.html」　
２出身国（地域）別留学生数上位 11 位は、中国　79,082 人、韓国 19,605 人、台湾 5,332 人、ベトナム 3,199 人、マレー
シア 2,395 人、タイ 2,360 人、アメリカ 2,230 人、インドネシア 1,996 人、バングラデシュ 1,683 人、ネパール 1,628 人、
モンゴル 1,215 人である。
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Ⅰ　日本語教育の現状
　2006 年度に国際交流基金が行なった「海外日本語教育機関調査」によると、海外における日本語
学習者数は 133 カ国・地域（厳密には 126 か国と７地域）においておよそ 298 万人（2006 年現在）で
ある（表 1）。ただし、この数には、テレビやラジオの日本語講座、個人教授などで日本語を学習し
ている者は含まれていない。教育機関13,693機関、日本語教師数44,321人である3。地域別分布として、	
学習者の 8割弱がアジア、約 9割がアジア大洋州である。韓国、中国、豪州の順で学習者が多い（国
際交流基金 2006：ｐ .1）。同調査によると、日本語学習者数が最も多いのは、韓国の約 91 万人であり、
世界の日本語学習者の約3割（30.6％）を占めている。第2位は中国で約68万人（23.0%）、第3	位はオー
ストラリアで約 37 万人（12.3%）である。この順番は 2003 年の調査から変化がみられず、この 3か
国で世界の日本語学習者数の 3分の 2を占めている。第４位のインドネシア（27.3 万人）、第５位の
＜台湾＞（19.1 万人）を加えた 5つの国・地域で、学習者の 8割弱がアジア、約９割がアジア大洋州
であり、世界の日本語学習者の 5分の 4を占めていることになる（国際交流基金 2006：p.5）。
　また、文化庁によると、2008年11月1日現在、国内における日本語教育の実施機関・施設等数は1,779
機関・施設、日本語教師数は 30,959 人、日本語学習者数は 166,631 人となっている。学習者数の全
体の動向は、2007 年度（163,670 人）と比べ、2,961 人（1．8％）の増加、5年前（2003 年度：135,146 人）
と比べ、31,485 人（23．3％）の増加となっている（文化庁文化部国語課 2008：p.7）。
　海外における日本の機関数、教師数、学習者数の推移は、表１のとおりである。国費による外国
人留学生招致は 1954 年に開始され、1976 年に最初の国費留学生を受け入れた 4。その中でミャンマー
から日本政府の奨学金による国費留学生は 900 人（2008 年現在）にのぼる。日本語学習者数が年々
増加していることは下記の図からも明らかである。
表 1　海外における日本の機関数、教師数、学習者数の推移
1990 年 1993 年 1998 年 2003 年 2006 年
機関数（単位：機関） 3,917 6,800 10,930 12,222 13,639
教師数（単位：人） 13,214 21,034 27,611 33,124 44,321
学習者数（単位：人） 981,407 1,623,455 2,102,103 2,356,745 2,979,820
出典：国際交流基金が行なった「海外日本語教育の現状 2006」5
３海外における日本語学習者数、2009 年 12 月 20 日アクセス
　「http://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinzai/jitsumu/dai5/siryou2_1.pdf」
４日本政府奨学金留学生制度概要、2009 年 12 月 15 日アクセス
　「http://www.mn.emb-japan.go.jp/jp/bunka/material2008.pdf」
５「http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/result/dl/gaiyo2006.pdf」
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Ⅱ　ミャンマーにおける日本語教育の現状
1　日本語教育機関
（1）国立日本語教育機関
　ミャンマーの高等教育機関はすべて国立である。156 の国立高等教育機関の中で、日本語が専攻科
目として実施されている大学はヤンゴン外国語大学（Yangon	University	of	Foreign	Languages:	以
下、YUFL）とマンダレー外国語大学（Mandalay	University	of	Foreign	Languages：以下、MUFL）
の 2機関のみである。前者のYUFLは 1964 年に国立外国語学院（Institute	of	Foreign	Languages；
IFL）が 1996 年に改組されたもので、当初は専門課程のみだったが、1999 年に学士コースが設置さ
れて今日に至っている。一方後者のMUFLは、ミャンマー第 2の都市マンダレーに 1997 年 12 月に
創設され、1999 年に学士コースが設置されて日本語教育が行なわれている。日本語の他に、英語、
フランス語、ドイツ語、中国語、韓国語、ロシア語、タイ語（タイ語はYUFL のみ）も教えられて
いるが、日本語の人気は英語に次いで高い。以下の表 2は、YUFL の日本語学習者の推移を示す表
である。
　両外国語大学には、学部（B.A）、専門課程（Diploma：学位は授与されないが修了証書が授与さ
れる）、夜間部の 3コースが設置されている。学部は全日課程で修了期間 3年である。専門課程は高
卒以上が対象で午前中 2時間のみで、修了期間は 4年であり、働きながら通学する者も多い。夜間
部も高卒以上が対象で、3ヶ月 1タームの 3レベルを修了したのち、専門課程に編入できる。YUFL
では、学部約 150 名、専門課程約 160 名、夜間部約 480 名の計約 790 名が在籍している。MUFLでは、
学部約 50 名、専門課程約 160 名、夜間部約 50 名の計 260 名が在籍している（いずれも 2009 年 5 月
現在）6。
　ミャンマーにおいての初等・中等教育では、英語以外の外国語教育は行なわれていない。また、
高等教育機関においても、YUFLとMUFLの国立大学 2校を除いて英語以外の外国語を履修できる
学校はほとんどない。そのため、英語以外の外国語を学習したい人びとが民間学校に通うことは当
然である。両者に学部レベルの日本語学科が設置されているが大学院はない。また、日本語教師の
ための研修制度が設けられていない。しかし、国際交流基金の訪日研修プログラムに毎年、教員数
名が参加している。また、2007 年 3 月に国際交流基金「日本語教育巡回セミナー 7」を初めて行なっ
た際には、約 100 人の日本語教師、2008 年 2 月にヤンゴン及びマンダレー両都市にて「日本語教師
研修会」を行なった際には、計約 110 人の日本語教師が参加している。そのプログラムの研修期間は
年によって異なるが、1日のみである。研修内容は文法、聴解、漢字、会話の教え方、カリキュラム
の研究、教案の作り方、等々多岐にわたっている。両大学において、日本国政府から援助を受けた
LL機材を使用して日本語教育が行なわれている。
６ 2006 年度に国際交流基金が行なった「海外日本語教育機関調査」による。
７タイでは、国際交流基金が主催するバンコック日本語センターがある。タイ国での日本語教育の発展に寄与するため、
1991 年に設立された。日本語教師を対象とした日本語教育に関する各種の研修会・セミナー等を開催している。また、
教授法、カリキュラム、教材等に関し、当センター日本語教育専門家によるアドバイス・相談等のコンサルティング
を行っている。バンコックの国際交流基金の訪日研修プログラムに毎年、教員数名が参加している。
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　周知のように、言語の学習者数は経済に連動しているため流動的である。また、言語の学習人口
の推移等を時間の流れと共に観ていると、いかに時代の動きを敏感に反映するものであるかが分る。
ミャンマーにおいて外国語大学の日本語学科、英語学科は、医科大学、工科大学、歯科大学等に次
いで入学に際して高い得点が必要とされてきた。ところがここ 1・2年の大学の入学希望者に変化が
みられるようになった。それは、表 2からも明らのように、高得点数が年々増加していることであ
る。女子にとっては医科大学がトップであるが、男子にとってのトップは、YUFLの英語専攻で、2
番が海洋大学（船員を養成する課程）、次にYUFLのフランス語、中国語、日本語という順番になり、
その次に医科大学となる。日本語学習者数の伸びはYUFLにおいて比較的緩やかであるが、日本に
留学希望者が多く、ミャンマー語の統語法（語順）は、日本語のそれに近く、ミャンマー人にとって
日本語は学習しやすいといわれている。また、YUFL への希望者が多くなった理由として、現政権
下において、①医科大学の学生は博士課程まで 7年間の時間を要し、さらに 3年間地方の医療機関
で研修医をしなければならないこと、②医科大学を卒業して 3年間国内で勤務しないといけないこ
と、③若手医師は海外へ私費留学や就職するためミャンマーを出国することに政府の許可がなかな
かおりないこと、などが挙げられる。YUFL を選んだ理由としては、①外国に留学や就職する上で
有利であること、②場所がヤンゴン市内にあって通学に便利であるため、他に習いたいところへも
行けること、などが挙げられる。
表 2　YUFLの外国語学習者数
	
出典：YUFL学部長の資料により筆者作成
　説明：高は「最高得点数」、低は「最低得点数」、数は「入学者数」である。
（2）民間日本語教育機関
　学校教育以外での日本語教育は、ミャンマー人が日本語を教授する日本語教育機関に始まり、
1980 年代後半になると日本人ボランティアによる日本語教室がヤンゴン市内の僧院で開かれるよう
になった。1990 年代半ばには、ミャンマー人による教育機関がヤンゴン市を中心に増加しはじめ、
日本人による民間教育機関も設立されるようになった。国際交流基金の調査によると、学校教育以
外の民間教育機関において約 45 機関（2009 年 5 月現在）が日本語教育を行なっている。また、マン
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ダレー市のYMCAでは日本のNGOによる「HITOセンター」日本語教室が開設されている。その
他、今日では、上記のYUFLやMUFLからの卒業生や訪日経験者などが小規模な学習塾を開いたり、
または家庭教師として日本語教育を行なったりしているケースも少なくない。
　また、ミャンマーにおいて僧院で一般人を対象とした世俗教育を行うことは多々見られ、特に都
会においては顕著化している。僧院での教育では、その分野を熟知した僧侶が直接教えているケース、
僧院の建物を教育のために使わせているケース、僧侶は指導者を探し、マネジメントをするケース
等様々である。その例としてヤンゴン市内サンチャウン地区にあるMa	Naw	Ya	Ma 僧院、U	Agga
僧院、北オカラッパ地区にある（World	Buddhisht　Mediation	Institute：以下、WBMI）僧院、マ
ヤンゴン地区にあるKaba	Buddha	Vipassana	Beikman が挙げられる。そこでは、日本語の場合、日
本人ボランティアも日本語を教えている。マンダレー市では、1997 年まで 2つの僧院で日本語教育
が行なわれていたが、現在はいずれも行なっていない。地方都市でもミャンマー人が教える民間の
日本語学校が少数ではあるが存在している。ミャンマーではガイドや通訳、または外資系の会社な
どで働いている人たちの多くは、この僧院の外国語を学んだ人である。ここでは、英語、中国語、
フランス語、韓国語、イタリア語、ロシア語、日本語などの外国語の授業をほとんど無料で受ける
事ができる。学習者の年齢や職業は幅広く、僧侶、高校生、社会人など様々である。日本語の授業
は土・日曜のみである。それぞれの僧院日本語学校で日本人ボランティアの教師が少なくとも 2〜 4
名が存在している。国立大学のYUFLで教えている日本語の教師のほとんどはミャンマー人でるた
め、学生たちは日本人との交流する機会がほとんどない。従って、そこで 3年間日本語を勉強して
も流暢に話せる学生は少ない。一方、学位が授与されないが、入学資格も授業料も不要である僧院
で日本語を学んでいる人びとの中には、日本人ボランティアが直接教えているため、流暢に話す人
たちが数多く存在する。そのため、YUFL の学生も僧院学校に日本語を習いに来ている。いくつか
あるクラスへの参加は自由であり、日本人の先生のスケジュールを聞いて決める。中には、一人の
学生が 2つのクラスを受けている場合もある。僧院での日本語クラスは、ネイティブスピーカーで
ある日本人の授業が受けられる学校として、現地では高い評価を得ている。
　僧院学校で日本語をボランティアで教えているA先生の話によると、僧院で日本語を勉強してい
る学習者の目的は、①約 60％が日本の会社への就職、②約 20％は日本への留学、③約 10％はガイド
や通訳、④その他は、特に目的はなくとりあえず、日本語を勉強する。①と③の約 70％という数字
からは、僧院学校で日本語を勉強しているほとんどの人びとは高所得者層でないため、費用のかか
る日本への留学という夢や希望を持たず、現実の生活に直結するような目的を持っていることがわ
かる。一方②の 20％は、民間日本語学校やYUFLに通うと同時にさらに日本語を勉強するため、僧
院学校に来ている学生であると推察できる。
2　ミャンマーにおける日本の機関数、教師数、学習者数の推移
　表 3からもわかるように、日本語学習者数は、日本語能力試験実施以前の 1998 年 (1,712 名）と現
在 2006 年（6,976 名 ) を比べると約 4倍になった。日本語能力試験が学習動機の重要な役割の一つで
あると考えられる。学習者数の増加は、学習者の多様化と学習動機の多様化をもたらしているため、
日本語教育機関では、様々なコースが開設されている。現在、夏休みに開講される青年向けのコー
スもよく見られる。
　2003 年から 2009 年の海外日本語教育機関調査結果によると、学習目的の中で最も多いのは、「日
本に留学するため」である。また、「日本の科学技術に関する知識を得るため」、「日本の文化に関す
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る知識を得るため」である。筆者の聞き取り調査でも同様な結果が見られた。また、日本語学習には
日本へのあこがれやファッション的要素があることも考えられる（日本語教育機関調査・2003 年〜
2009 年）。
表 3　ミャンマーにおける日本の機関数、教師数、学習者数の推移
1998 年（※ 1） 2003 年（※ 2） 2006 年（※ 3）
高等
教育
機関
学校
教育
以外
合計
高等
教育
機関
学校
教育
以外
合計
高等
教育
機関
学校
教育
以外
合計
機関数
（単位：機関）
2 9 11 2 17 19 4 31 35
教師数
（単位：人）
18 36 54 48 62 110 52 112 164
学習者数
（単位：人）
592 1,120 1,712 1,725 2,493 4,218 1,382 5,594 6,976
　出典：国際教育基金、国際教育機関、「日本語教育国別情報（1998、2003、2009）」に基づき筆者作成 8
3　日本におけるミャンマーからの留学生の推移
　高等教育機関における学習者の学習動機は、先進技術、経済大国への憧れや日本の伝統文化への
興味などから、日本へ留学し日本語を活かした職に就きたいというのが主であり、そういった学生
が年々増加している。ミャンマーの留学生は次のように二つに大別できる（加藤　2006：p.27）。そ
れぞれの留学基準状況を以下のように概観してみる。
　第一に、ミャンマー政府推薦の公務員の留学である。同国政府は国内で募集される奨学生の選抜
を各所属の幹部が行い、例外があるものの、優秀な公務員が推薦される。在日ミャンマー大使館に
よると、日本政府の奨学金による留学制度は、1952 年にスタートして以来、900 人以上のミャンマー
人留学生を受け入れてきた。第二は、私費留学生である。ミャンマーの政府は外国の高等教育機関
が私費留学生の募集をすることを認めているが、積極的に推薦しない。しかも、旅券入手の手続き
が簡略化されず、かなりの時間も必要とされており、留学の際に持ち出せる金額も制限されている。
2,000 ドル（約 20 万円）を超える外貨の持ち込み、持ち出しは、通関の際に申告し、外国為替申告
フォーム（Foreign	Exchange	Declaration	Form）に国内での両替の記録を記載することとなってい
る（出国時には、持込額から両替・国内使用額を差し引いた金額を持ち出すことが可能）。同国政府
８ （※ 1）「http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2003/myanmar.html」
　（※ 2）「http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2005/myanmar.html」
　（※ 3）「http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2009/myanmar.html」
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の前述のような対応にも関わらず、日本に留学しているミャンマー人の 70％以上は私費留学生であ
る（ibid）。
　ミャンマーから私費留学生として日本に留学するには様々な方法がある。その中では、日本にあ
る日本語学校に留学し、その後、専門学校や大学に進学するというパターンが最も多い。日本語学
校に留学するにしても、ある程度の日本語能力が必要であり、ミャンマーで最低 150 時間の日本語
教育を受け、日本語能力試験（The	Japanese-Language	Proficiency	Test：以下、JLPT）の 4級に合
格していることが一つの条件になっている。また、最近の日本入国管理局のビザ交付状況を見ると、
日本語能力の高い人、特に JLPTの 2 級以上の合格者には在留資格認定書の許可が下りやすくなっ
ている。そのため、ミャンマーでも JLPTの受験者は年々増加しており、在ミャンマー日本国大使
館のスタッフによると、2009 年は 2,900 人に上っている。日本の大学へ入学の際、日本の大学（特
に学部）など高等教育機関の多くが受験を義務づけていた試験として、日本語能力試験と日本留学試
験（Examination	for	Japanese	University	Admission	for	International	Students：以下、EJU）がある。
その他、両者のどちらかの成績を主な判断材料として合否を決める大学もある。それに、日本の各
大学が指定する受験科目を選択して受験することもある。現在、ミャンマーで行なわれている日本
語の検定試験は「JLPT」と「EJU」の 2 種類である。両者の願書受け付けは、ミャンマーでの窓口
は日本大使館ではなく、ミャンマー元日本留学生協会（Myanmar	Association	of	Japan	Alumni、以下、
MAJA9）となっている。以下それぞれについて叙述する。
表 4　日本における留学生受け入れ状況（2004 年〜 2009 年）
（単位：人）
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
留学生総数 117,302 121,812 117,927 118,498 123,829 132,720
ミャンマーからの留学生数 591 651 736 849 922 1,012
出典：日本学生支援機構、「留学生受け入れ状況（2004 年〜 2009 年）」	10
①日本語能力試験（JLPT）
　ミャンマーでは、毎年、国際交流基金による日本語学習者を対象とした日本語能力試験（JLPT）
が行われている。初心者から上級者までを対象に１級から４級まである。1984 年に開始された
JLPTは 1999 年 12 月以来、毎年 12 月第 1日曜日に JLPTがヤンゴン市のみで実施されている。受
９　
　 日本政府の奨学金による留学制度は、1952 年にスタートして以来、延べ約 900 人のミャンマー人国費留学生を受け入
　れてきた。日本とミャンマーの間の貴重な架け橋となっているのがMAJAである。ほとんどのメンバーは日本政府
　の奨学生として日本に留学し帰国後、彼らはミャンマー国内の主要な分野の指導的人材として活躍している。
10「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data04.htm」
　「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data07.html」
　「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data08.html」
　「http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data09.html」
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験料は級によって異なるが、10 米ドル以下である。在ミャンマー日本国大使館のスタッフによると、
合格者の割合は次のとおりである。1級は約 10％、2 級は約 30％、3 級は約 60％、4 級は約 75％で
ある。非漢字圏であるミャンマーにおいて、学習者にとって漢字が一番難しいことが推測できる。
　表 5は過去 7年間の JLPT受験者の推移である。下記の表からも明らかにわかるように、JLPT受
験者は年々増加している。それは、日本語学習者数が増加傾向にあり、特にヤンゴン市を中心にし
た民間の日本語教育機関の数も、年々増加傾向にあるという意味にも取れる。しかし、関係者によ
ると、日本語能力試験の合格率について以前と現在とを比較すると、合格率が低下しているという。
それは、日本語がよくできる学生の層は変わらないが、できない学生が増えたからであると指摘し
ている。
表 5　ミャンマー国内での JLPT受験者リスト（2001 年〜 2007 年）
（単位：人）
2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
1 級 63 57 100 153 161 183 191
2 級 229 277 426 460 450 630 836
3 級 387 440 719 796 705 1269 1028
4 級 334 318 553 519 448 582 490
合計 1,013 1,092 1,798 1,928 1,764 2,664 2,545
出典：　在ミャンマー日本国大使館の資料により筆者作成
②日本留学試験（EJU）
　EJUは日本学生支援機構（Japan	Student	Services	Organization；JASSO）という日本政府関連の
団体が主催している。EJUは 2002年にスタートし、ミャンマーで2004年から実施するようになった。
受験料は、JLPTに比べやや高い 15 米ドルである。同試験が現在実施されている国や地域は、ミャ
ンマーを含め、13 ヵ国のみである	。EJUを受ければ、日本の大学に留学ができるという印象を与え
ているが、そのためには、日本語、数学の他に「日本総合」（日本史、世界史、政治経済、地理）や、
理科（物理、化学、生物）などの科目を受験しなければならない。これらの中で多くのミャンマーの
学生が苦手とする科目が数学である。数学はミャンマーの高等学校で習う数学とかなりシラバスが
11その 13 ヵ国や地域は、インド（ニューデリー）、インドネシア（ジャカルタ、スラバヤ）、韓国（ソウル、プサン）、
シンガポール、スリランカ（コロンボ）、タイ（バンコク）、台湾（台北）、フィリピン（マニラ）、ベトナム（ハノイ、ホー
チミン）、マレーシア（クアラルンプール）、ミャンマー（ヤンゴン）、モンゴル（ウランバートル）、ロシア（ウラジ
オストク）である。
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異なっている。例えば、ミャンマーの高校では微分、積分はほとんど教えてない。その他にも、教
育内容やレベルがかなり異なっている。そのため、現地の理工系大学の教員による特別講座を開設
する必要があるため、EJUの受験者は年々減少している。受験者減少の主な原因として、日本語学
習者の情報収集力が足りないことも挙げられる。それはEJU	担当機関の宣伝がほとんどなされてい
ないのが原因であると、MAJAの会長が指摘している。
表 6　ミャンマー国内におけるEJU受験者数リスト（2004 年〜 2009 年）
（単位：人）
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
第 1回（6月） 38（45） 75（89） 76（85） 40（45） 44（55） 53（60）
第 2回（11 月） 85（109） 80（87） 63（71） 41（53） 44（50） −
合計 123（154） 155（176） 139（156） 81（98） 88（105） 53（60）
出典：日本学生支援機構 12 により、筆者作成
	 説明：　	－　現地情勢等諸般の事情により第 2回は実施されていない。
	 	 （　）応募者数
Ⅲ　聞き取り調査とその結果
1　調査目的、期間、方法
　ミャンマー、特にヤンゴン市における日本語教育の現状を明らかにするため、2009 年 3 月 9 日（月）
から 3月 20 日（金）までの 12 日間および同年 8月 5 日（水）から 16 日 ( 日 ) までの 11 日間、ヤン
ゴン市を中心に調査を行った。
　研究方法として、現地に一時的に滞在する参与観察、資料収集、関係者へのインタビューよる質
的データを主に用いる。具体的には、ヤンゴン市を中心に、僧院日本語学校、ヤンゴン外国語大学、
在ミャンマー日本大使館、国際協力機構（Japan	International	Cooperation	Agency：JICA）、ミャ
ンマー元日本留学生協会において数回に渡って責任者に会う機会を得て、細かな基本的な情報を得
た。また、日本語の教師、指導者、日本語学校の経営者にインタビュー調査を行い、情報を集めた。
さらに、日本語教育に関するデータとして国際交流基金「日本語教育国別情報」をも適宜用いる。
2　調査の結果
　現在ミャンマーにおける日本語教育がいかなる問題を抱えているかを、多方面から調査し分析し
12	平成 16-21 年度日本留学試験受験者数、2010 年 2 月 28 日アクセス
　「http://www.jasso.go.jp/」
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た結果、以下のことが明らかになった。
（1）日本人講師の不足
　前述したように、ヤンゴン市、マンダレー市を中心に日本語学習者は増加しつつあるが、資格を持っ
ている日本人教師や、現地の日本語教師が不足しているため、質的にも量的にも対応が遅れている
のが現状である。日本人講師の不足のもっとも大きな原因は、ミャンマーでの滞在期間が短いこと
やビザの問題が挙げられる。ミャンマーに入国するためにはビザが必要であるため、必要な書類を
各国にあるミャンマー大使館へ申請する必要がある。ビザの発給にも最低 2週間はかかる。税金を
払っている日本語学校や歴史のある日本語学校なら就労ビザでミャンマーへ入国できるが、開設し
たばかりの日本語学校に関しては、日本人を講師として迎えることは困難である。そのため、最初
は観光ビザ（28 日間）でミャンマーへ入国し、28 日後、隣国にあるミャンマー大使館で同じく、観
光ビザ（28 日間）を獲得する。そのように 3度繰り返したら、次の申請で 10 週間のビジネスビザが
もらえる。そのため、現地で日本語の講師を雇うには、報酬そのものは安いもの（現地の日本語講
師に比べ高い）の、一時出国のための交通費や滞在費など、経営者への負担が大きい。また、その間
最低でも４日はミャンマーを離れるようになるため、休講せざるを得ない。
　ミャンマーに存在しているさまざまな日本語学校に日本人講師はいるものの、日本語講師の資格
を持っている講師はほとんどいない。日本人の講師として、ボランティアで教えている講師、現地
で働いている日本人の家族（特に妻）はよく見かける。日本人が経営し、教えている日本語学校も数
は少ないが存在する。それ以外の日本語学校は留学経験者や、滞在経験者が校長として、日本語を
教えている。
（2）現地の日本語講師の問題
　大学以外の民間の日本語教育が抱える問題点としては、まず、日本語教育の質の問題が挙げられ
る。ミャンマーでは多くの外国語教師が生活のため副業をせざるを得ない状況となっているのが現
状である。そのため、大学以外で日本語を教えている教師のほとんどが非常勤の講師であり、いく
つもの学校を掛け持ちで教えているかあるいは、昼間の仕事を終えたあと、夕方、アルバイトとし
て外国語を教えている教師が多い。日本語の講師も例外ではない。そのため、授業の準備に割ける
時間が極端に少なく、授業の質が保てないという問題がある。また、日本語教師の資格が特に問わ
れておらず、JLPTの３級程度で教壇に立っている講師、日本語教師として最低限必要とされる知識
や技術を持ち合わせていない講師、日本語を教えはじめ、カリキュラムの作成・コースデザインなど、
日本語教育のすべてを任されているような力が不足している講師、などが多々見られる。その原因
として、自校で日本語を勉強した学習者をそのまますぐ講師として採用したり、長期間僧院学校で
日本語を勉強した学習者が、民間日本語学校で採用されるなどが、そうした状況を生みだしている
と考えられる。
（3）日本語学習者の問題
　ミャンマーの多くの学習者は受身で自主性に乏しく、幼少期より暗記中心の教育に慣れている。
クラス活動やプロジェクトワークのような積極性、自主性が必要な活動に参加する意欲が比較的低
い。これは教師主体の教育、読み書き暗記中心の寺小屋伝統的な教育に起因するところが大きいと
考えられる。また、多くの日本語学校において、LL機材などのような電化製品の教材が使用されて
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いない。それは、電化製品は値段が高いことや頻繁に停電することなどに原因があると考えられる。
そのため、多くの日本語教育機関では一方通行の授業形態がなされている。今後は、スピーチコン
テストをはじめ、カラオケコンテスト、漢字コンテスト、日本に関する物知りクイズなどの日本語
学習者のための様々な活動が必要である。
（4）日本語学習終了後の就職先の問題
　現在ミャンマーでは、日本語を習得しても就職に直接結びつくようなケースが少ない。政情や社
会状況の不安定さにより、日本企業の撤退や日本人観光客の減少などから日本語を使う職に携わる
コース修了者は非常に少ないのが現状である。日本語が就職に直接に繋がるような、様々なチャン
スを彼らに与えるような環境が必要である。
（5）情報共有のための交流
　交流として、「ミャンマー国内での日本語教育機関」と「日本の教育機関とミャンマーの教育機関
間の交流」が挙げられる。現在ミャンマーにある日本語教育機関は独立しており、学習者間の交流が
あるものの、日本語教師間の交流はほとんどなされていない。縦横つながりが希薄であるため、日
本語教育に関する情報が入手できず、同じ問題をそれぞれの機関で抱えているケースが多い。特に、
日本人教師の場合、海外では意識的積極的に入手しなければ、日本語教育に関する情報が手に入り
にくい。インターネットによる情報発信や収集も必要である。
　また、現政権下において、日本の大学とミャンマーの大学（YUFL とMUFL）との大学間学術交
流協定を締結することは困難である。まずは、民間レベルでの日本語機関や日本の教育機関間で交
流協定を締結し、短期留学生制度を利用することによりミャンマーの日本語学習への動機づけを高
めることが可能になると思われる。既存の諸制度に関する情報を共有化し活用するためには今後、
日本語教師間の情報交換の場、ネットワーク形成、NGOや大使館による広報活動のより一層の充実
が望まれる。
まとめ
　本論文では、聞き取り調査とその結果を活用しながら、ミャンマーにおける日本語教育の現状や
問題点について論じた。筆者は 2009 年 3 月にヤンゴンにて、日本語学校を設立し、2009 年 3 月およ
び 8月に教鞭を執る機会に恵まれ、多くの日本語学習者と接することができた。また同時に、様々
な機関における日本語教育の現場を視察した。それらの経験を踏まえ、ミャンマーにおける日本語
教育が抱える問題点をあらゆる角度から調査・分析することができた。ミャンマーにおける日本語
教育の現状から次の課題が導かれる。その課題とは、他の国に共通するところが多く、またしばし
ば見られる課題であるといえる。
　前述した課題から、今後、ミャンマーで持続可能な日本語教育を遂行していく上では、①日本人
教師のビザの問題を解決すること、②教師と学習者の信頼関係を強化するため、現地の日本語教師
の職業としての安定性を図ること、③日本語講師の専門性の向上や育成のため、教師研修の機会、
ブラッシュアップの機会を提供すること、④講師間で連携すること、⑤日本の大学とミャンマーの
民間日本語学校とが交流すること、⑥学習者の学習意欲の向上、持続のため就職に直接的に繋がり、
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様々なチャンスを彼らに与えるような環境を提供すること、⑦日本へ興味を持たせるための方策と
して日本人との交流や文化を紹介する機会を与えること、⑧インターネットによる情報発信や外国
でのプロモーションの実施などが急務であろう。
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